








○にいがた２kmエリアにおける高機能で良質なオフィスの
整備を促進するとともに、新潟市の優位性をアピールし、多
様な産業との連携やイノベーション＊１が期待されるＩＴ企業
の誘致を推進します。

＊２ Artificial Intelligence（人工知能）の略。人間の知的な能力を、人工的に代替する機能を実現する技術のこと。

○国際港・国際空港や高速道路、新幹線といった高速交通ネッ
トワークを有する拠点性を活かし、ハイレベルな国際会合・ス
ポーツ大会等を含むＭＩＣＥ＊７誘致、および「佐渡島の金山」が
世界文化遺産に登録された佐渡市や会津若松市＊８をはじめ
とする県内外の自治体との広域連携により、誘客を促進します。



（新規追加）
○新潟市の食や食文化の魅力を、風土や歴史などの背景ま
で掘り下げ、産地ストーリーによりブランド力を強化し、農
業、経済、観光の取組みを横断的に繋いで発信することで、
輸出からインバウンド、地域内での食関連消費拡大及び認
知度向上へと繋げます。

（新規追加）
○温室効果ガスの排出削減量・吸収量を国が認定する「J-ク
レジット制度」を活用し、環境に配慮した持続可能な農業を推
進するとともに、事業で得られたクレジットにより、地域農業
や企業の環境保全活動の活性化を図ります。

○食関連産業の集積など新潟市の特色を活かし、市内事業者
とスタートアップ＊３とのオープンイノベーション＊４を促進し、
新規事業の創出に際しても寄り添いながら幅広く支援します。

○国際港・国際空港や高速道路、新幹線といった高速交通ネッ
トワークを有する拠点性を活かし、ハイレベルな国際会合・ス
ポーツ大会等を含むＭＩＣＥ誘致、および「佐渡島の金山」が世
界文化遺産に登録された佐渡市や会津若松市をはじめとする
県内外の自治体との広域連携により、誘客を促進します。

＊３ 革新的なビジネスモデルや技術によって新たな市場を開拓し、社会に新しい価値を提供しながら、短期間で急速な成長を目指す企業のこと。



○アリーナの実現を核とした白山エリアのスポーツ施設再編を
進めるとともに、この白山エリアが多様な都市機能が集積する
「にいがた２㎞」と連動することで、交流人口の拡大と地域活性
化につなげ、若者に選ばれるまちづくりを進めます。

○地域の実情やニーズに合わせた多様な生活交通の確保に
向け、新たな移動手段の構築や地域が主体となって運行す
る住民バス制度の改善に取り組むとともに、地域ドライバー
輸送＊5のサポート制度の創出に取り組みます。

○鉄道駅における交通結節点の機能強化と賑わいの創出を
図るとともに、快適性・安全性を高めるため、駅前広場、自
由通路へのエレベーターの設置をはじめとしたバリアフリー
化など、ユニバーサルデザイン＊6の考えに基づいた整備を
推進します。

＊5 公共交通の利用が不便な地域で、買い物や通院などの移動の足を確保するため、地域の助け合いなどにより運行する「道路運送法の許可又は登録を要しない輸送」
のこと。
＊6 障がいの有無や年齢などによらず多様な人々が利用しやすいよう都市や生活環境をデザインする考え方のこと。



昨今の課題である物価高騰や人手不足、世界情勢の不安などの経営環境の変化に対応していくため、付加価値の高
い製品・サービスの創出や新事業への展開、新たな市場への販路開拓のほか、省力化・省エネ化に資する生産設備やデ
ジタル技術の導入支援など、稼ぐ力の強化に向けた取組を支援します。

また、生産年齢人口が減少するなか、人材の確保と育成も課題となっていることから、市内企業が将来を担う世代か
ら働く場として選ばれるよう支援するとともに、働きやすい職場環境づくりや働きがいを高める取組も後押しします。

地域経済の持続的な成長には、起業・創業や新事業の創出が欠かせません。そのため、起業・創業しやすい環境を整え
るとともに、食や農をはじめとする新潟市の強みを活かした新たなビジネスの創出と成長産業の育成を図ります。さら
に、新潟市は大学や専門学校など高等教育機関の人口当たりの数が政令指定都市トップクラスであり、未来を支える
優れた人材を輩出している強みも活かしながら、企業誘致や産業集積を図り、多様で魅力ある雇用を創出します。

○新潟市の強みである食分野を中心とした輸出促進に向け
て、市内事業者の海外販路拡大を支援します。 また、インバ
ウンドによる食関連消費の拡大を支援することにより、海外
からの稼ぐ力を強化します。 

（新規追加）
○市内事業者の採用力強化や稼ぐ力の向上に繋げるため、
AIを活用した市場調査により、Ｚ世代＊１の意識や行動、価
値観を把握することで、採用活動や福利厚生制度の充実に
生かしていきます。

＊１  1990年代半ば～2010年代初頭に生まれた世代のこと。
＊2 Digital Transformationの略。データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルの変革
や、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革すること。

○企業のDX＊2を推進するなど、生産性向上や、付加価値
向上に向けた取組を後押しすることで、地域の外から稼ぐ力
を高めるとともに、所得の向上につなげ、地域内経済の循環
を促進します。



○企業のデジタル化やDXを支援することで、労働力不足の解
消や事業の高度化を後押しするほか、社会情勢の変化に応じた
新規事業の創出など、地域企業の持続的な成長を支援します。 

○市内企業の採用力向上に向け、企業の魅力発信にかかる取
組を支援するとともに、多様で柔軟な働き方を実践できる職場
づくりに取り組む中小企業を支援します。

○食関連産業の集積など新潟市の特色を活かし、市内事業者
とスタートアップ＊２とのオープンイノベーション＊３を促進し、
新規事業の創出に際しても寄り添いながら幅広く支援します。

○「にいがた２km」＊８エリアにおける高機能で良質なオ
フィスの整備を促進するとともに、新潟市の優位性をア
ピールし、多様な産業との連携やイノベーション＊９が期待
されるＩＴ企業の誘致を推進します。

DXプラットフォーム

＊１ 脱炭素社会に向けて、2050年までに温室効果ガス排出量を実質ゼロにすることを目指す旨を表明した地方自治体のこと。
＊2 革新的なビジネスモデルや技術によって新たな市場を開拓し、社会に新しい価値を提供しながら、短期間で急速な成長を目指す企業のこと。

＊４ Artificial Intelligence（人工知能）の略。人間の知的な能力を、人工的に代替する機能を実現する技術のこと。

＊８ 新潟駅周辺・万代・万代島・古町をつなぐ約2kmの都心軸周辺エリアの呼称のこと。
＊９ モノ、仕組みなどに対して、全く新しい技術や考え方を取り入れて、新たな価値を生み出し、社会的に大きな変化を起こすこと。



○食関連産業の集積など新潟市の特色を活かし、市内事
業者とスタートアップ＊７とのオープンイノベーション＊８
を促進し、新規事業の創出に際しても寄り添いながら幅広
く支援します。

主食用米の需要減少や米価の下落など水田農業を取り巻く環境が厳しさを増している中、意欲ある担い手への農
地の利用集積・集約化を推進しながら、需要に応じた多様な米生産への取組を進めます。園芸作物の導入による経営
の複合化や、猛暑高温対策等の産地課題の解決に向けた栽培実証試験の実施、大規模な園芸産地の形成、6次産業
化や農商工連携を進めるとともに、スマート農業技術やデジタル技術の導入を支援することで、生産性・収益性の向
上を図ります。さらに園芸作物の生産拡大と併せて多様な販売先を確保するため、オール新潟体制で新たな需要開拓
や、産地ストーリーによりブランド力を高め、市内農産物のＰＲ活動に積極的に取り組みます。また、子どもたちが農業
や食文化に触れ、理解を深める機会の拡大にも取り組みます。

（新規追加）
○地域資源や漁港の有効活用などにより漁業の活性化や担い手
の育成を図る「海業」（うみぎょう）を推進します。

＊７ 革新的なビジネスモデルや技術によって新たな市場を開拓し、社会に新しい価値を提供しながら、短期間で急速な成長を目指す企業のこと。



（新規追加）
○温室効果ガスの排出削減量・吸収量を国が認定する「J-クレ
ジット制度」を活用し、環境に配慮した持続可能な農業を推進す
るとともに、事業で得られたクレジットにより、地域農業や企業
の環境保全活動の活性化を図ります。

（新規追加）
○新潟市の食や食文化の魅力を、風土や歴史などの背景ま
で掘り下げ、産地ストーリーによりブランド力を強化し、農
業、経済、観光の取組みを横断的に繋いで発信することで、
輸出からインバウンド、地域内での食関連消費拡大及び認
知度向上へと繋げます。

○新規就農者の技術および知識の習得や女性の就農環境の
改善を推進するほか、意欲ある担い手が営農を継続できる環
境を整備するなど、多様な担い手の確保・育成を進めます。 

○持続可能な水産業の振興のため、漁港の長寿命化を
図ります。



新潟市には、国内外と結ばれた広域交通基盤に加え、「みなとまち」としての繁栄の歴史によって培われてきた、花街、
古町芸妓に代表される「みなとまち文化」、世界に誇る豊かな食、そして、それらの多様な文化を育んできた大河や潟・
湿地をはじめとした恵まれた水辺環境など、数多くの強みや魅力があります。さらには、リーグ屈指の観客動員数を誇
るアルビレックス新潟に代表される、市民・県民から愛されているプロスポーツチームもあります。

また市内8区には、それぞれの地域を形作ってきた歴史と固有の文化や民俗芸能、豊かな水辺環境と地域に根差した
産業、果樹・野菜といった自慢の農産物があり、各区の特色ある魅力にあふれています。

こうした文化やスポーツ、食や農をはじめとした多彩な魅力をさらに磨き上げるとともに、デジタル技術やデータなど
を活用しながら、外国人旅行者への対応など、まち全体で来訪者へのおもてなし態勢を強化します。また、全国・世界と
つながる高速交通ネットワークを有する拠点性を活かし、県内外の自治体との広域連携による誘客活動を積極的に展
開します。

そして、多様化する来訪者のニーズを的確に捉え、官民のパートナーシップによる観光を構築・推進し、新潟市への観
光マインドを活性化させ、訪れたいまちとして国内外から選ばれる新潟市を目指します。

○多様化する来訪者のニーズを的確に捉え、まち全体とし
ておもてなし意識の向上も図りながら、持続可能な観光へ
の取組を官民一体で進めます。

＊２ 歴史・文化遺産、伝統行事・文化・芸能・工芸、街並み、産業、農村文化・田園、海・潟・里山等の自然環境、鉄道、温泉など。

○古町芸妓をはじめとした「新潟ならでは」の文化や、伝統
行事、街並み、自然環境といった各区の地域資源＊２の観光
コンテンツとしての磨き上げや掘り起こしを進めます。

○デジタル技術を活用し、来訪者の利便性向上や観光コン
テンツの付加価値を高めるといった取組を進めます。



○国際港・国際空港や高速道路、新幹線といった高速交通
ネットワークを有する拠点性を活かし、ハイレベルな国際会
合・スポーツ大会等を含むＭＩＣＥ＊１誘致、および「佐渡島の
金山」が世界文化遺産に登録された佐渡市や会津若松市＊２
をはじめとする県内外の自治体との広域連携により、誘客を
促進します。

令和８年度に策定予定の新潟市観光計画（仮称）の
議論を踏まえ、最終目標を見直す可能性があります。

令和８年度に策定予定の新潟市観光計画（仮称）の
議論を踏まえ、最終目標を見直す可能性があります。



新型コロナウイルス感染症の拡大は、東京一極集中の危うさを顕在化させるとともに、テレワークの普及をもたらし、
若者を中心に地方暮らしへの関心が高まる契機となりました。一方、今後予測されている生産年齢人口の減少は、企業
活動や市民生活に様々な経済的・社会的影響をもたらす懸念があることから、コロナ禍で一時的に鈍化した東京一極
集中は再び加速しているものの、依然として高い水準にある若者の地方暮らしへの関心を的確に捉えつつ、新潟市の
暮らしやすさを一層高め、若者から選ばれることが重要です。

移住・定住促進策については、新潟への誇りと愛着を醸成しながら、市内外で新潟暮らしの魅力をPRするとともに、
若者に対しても、市内企業を知ってもらう取組だけでなく新潟で暮らす魅力を伝え愛着を醸成することで、市内就労へ
の意識醸成に向けた取組を強化します。また、移住セミナーでの情報発信はもとより、移住検討者・UIJターン＊１によ
る就業者・移住者向けの多様な支援を展開します。加えて、将来的なUターンや移住を見据えた継続的なつながりを持
ち続ける「関係人口」＊２の創出に取り組むことで、新しい人の流れを生み出します。

＊１ Ｕターン: 地方からどこか別の地域へ移住したあと、その後また元の地方へ戻ること。 
Ｉターン: 生まれ育った地域(主に大都市)からどこか別の地方へ移り住むこと。 
Ｊターン: 地方からどこか別の地域（主に大都市）に移り住み、その後生まれ育った地方近くの（大都市よりも規模の小さい）中規模な都市
へ戻り住むこと。

＊２ 地域内にルーツのある者や過去の勤務・滞在等の何らかの関わりがある者など、地域と多様に関わる人々のこと。移住した人を含みその
地域に住んでいる「定住人口」、観光目的やビジネス目的などでその地域を訪れる「交流人口」とは異なる。
＊３ 一人一人の社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度を育てることを通して、キャリア発達を促す教育のこと。
＊４ Social Networking Serviceの略。インターネットを通じて、社会的なネットワークの構築を支援するサービス。

○学校の特色や地域の実情を踏まえつつ、発達段階にふさ
わしいキャリア教育＊３を推進し、将来にわたって地域への
誇りと愛着をもち、社会的・職業的に自立し、集団や社会で
様々な人とかかわり、自分の役割を果たしながら自分らしく
生きる資質・能力を育みます。

○ウェブサイトやSNS＊４などを通じて、各区の特色ある取
組も含めた新潟市の魅力の情報を市の内外に発信します。



○市内の中学校、高校や大学などと連携した企業を知って
もらうための取組に加え、働くことだけでなく、本市で暮ら
す魅力を伝え、市内就労の意識醸成を図ります。

○テレワークの普及など働き方の変化なども捉え、UIJターンによる
就業者の支援に取り組むとともに、地域おこし協力隊を活用した情報
発信やイベント企画などにより、移住・定住を促進します。
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